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平成30年度南部町指定地域密着型サービス事業者集団指導

　①地域密着型サービス事業所の実地指導及び留意事項について

○実施指導の種類、監査、状況、結果、行政処分など

○指定取消事案と連座制など

○事業者に求められる「法令遵守」など

介護サービス事業等が適正な業務内容となっているのかの

調査、及び関係法令等の周知徹底のために指導を行う。

介護サービス事業所や介護保険施設担 介護サービス事業所や介護保険施設を

当者に対して、各種対象サービスの取 訪問して、「施設見学」や「関係種類

扱いや介護報酬の算定方法などについ の閲覧」「関係者へのヒアリング」を

て、過去の指導事例を例示するなどの 行い、運営基準条例に基づいた適切な

方法により、１つの会場に置いて指導 運営が行われているか、介護報酬の算

を行うもの。 定要件を満たしているか等の内容を確

認し、適正でないと認められる場合は

是正するよう指導を行うもの。

資料１

１　実地指導の概要
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1-1 実地指導の種類

指導方法は
２種類

集団指導 実地指導



①要確認情報が町に対し寄せられた場合

ア　通報・苦情・相談等に基づく情報

イ　国民健康保険団体連合会、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情

ウ　国民健康保険団体連合会、保険者からの通報情報

エ　介護給付適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者

オ　「介護サービス情報の公表」の未実施情報

②実地指導中に著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命または

　身体の安全に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合

③実地指導中に介護報酬に係る費用の請求に誤りが確認され、その内容が著しく不

　正な請求と認められる場合

改善勧告に至ら
ない場合

・指摘されても改善すればＯＫ
・問題があれば監査へ移行

・捜査なので書類も押収
・完了まで数か月～半年

・公的処分で公表もされる
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改善報告書の提出 改善勧告 改善命令
指定効力停止また

は指定取消

1-2 監査を実施する場合

監査を実施する場合

基準違反が発覚

1-3 監査と行政処分

指導から行政処分に至るまでには段階がある

実地指導

監 査

行政処分



～平成19年２月28日介護保険最新情報Vol.6より～

　不正等の行為により、「指定取消処分」を受けた事業所（者）が組織的に当該行

為に関与したと認められた場合、同一法人が経営する同一サービス類型の事業所は、

指定取消日から５年間を経過するまで、指定取消処分を行った当該都道府県のみな

らず、他の都道府県に所在する事業所（同一サービス）も新たな指定並びに指定の

更新が受けられなくなる。

同一法人の同一サービスは

５年間新たな指定更新はで

きない

当該指定取消処分を行った

自治体だけではなく、他の

自治体も同様の取扱い

【連座制】

　介護報酬の架空請求などの不正を

行ったことにより、「指定取消」と

なった指定介護サービス事業者につ

いて、役員等の組織的な関与があっ

たと認められた場合に、組織の連座

責任として、当該事業者が経営する

同一サービス類型の事業所において、

指定取消日から５年間は、原則的に

新規の指定または更新を認めないこ

とをいう。

※「役員等」には、その名称を問わ

 ず法人業務に役員と同等以上に支

 配を有する者またはその事業所を

 管理する者（管理者）も含まれる。

指定取消処分
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1-4 指定取消事案と連座制

1-5 指定取消事案と連座制（２）



～平成31年３月19日「全国介護保険・高齢者保健担当課長会議資料」より～
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1-6 指定取消・効力停止処分のあった施設・事業所



～平成31年３月19日「全国介護保険・高齢者保健担当課長会議資料」より～
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1-7 指定取消・効力停止処分のあった施設・事業所



介護保険制度において、介護サービス事業者・施設の義務とは
①要介護者及び要支援者の人格を尊重すること。

②介護保険法またはそれに基づく政令・省令を遵守すること。

③要介護者または要支援者のために忠実にその職務を遂行すること。

④上記の業務の履行が確保されるよう、業務管理体制を整備すること。

「法令遵守」（＝コンプライアンス）とは
①指定の取消処分などの事由になるような行為をしないこと。

②人員、設備、運営基準などを守り、法律にのっとったサービスを提供すること。

●実地指導対策やコンプライアンスの理解は、経営陣や責任者だけが学んでも意味

　がない。

●全職員レベルで法令の理解を進めて、日頃から自信を持って仕事をしていけるよ

　うな職場づくりが大切である。

●職員一人ひとりが運営基準など制度について正しい知識を持っていれば、職員同

　士で間違いがないか確認し合うことができる。

●指摘事項がない事業所は、事前にチェックできる体制が整っている。

（１）職員の配置、設備の基準、利用者への適切な説明ができているかを確認

　　　する、いわゆる「運営基準」

（２）適切な介護報酬を請求する条件を満たしているかという「算定要件」
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～「知らなかった」という言い訳は、通用しない！～

1-8 事業者に求められる「法令遵守」

日常的なコンプライアンス体制の確保が必要

1-9 日頃からの準備・対策が基本

実地指導にいつでも対応できるように

ポイント



平成30年度南部町指定地域密着型サービス事業者集団指導

　①地域密着型サービス事業所の実地指導及び留意事項について

○事業所内の視察、衛生管理と防災対策など

○勤務実態と配置基準、運営規程、契約書など

○アセスメント、プランニング、モニタリングなど

○サービス提供記録、研修計画、事故・苦情記録など

○個人情報保護、運営推進会議、「記録書類」の保管義務など

○平成31年度実地指導（予定）

視察では、事業所内のさまざまな箇所のチェックを行う。
事業所内を一度確認して、整理整頓をしておきましょう。

【ポイント】

●重要事項説明書は掲示義務があり、事業所内の見やすい場所に貼られていなけれ

　ばなりません。

●利用者の個人情報が記載された書類関係は、鍵のついたロッカーなどに保管する

　こと。

●施設等で利用者のマイナンバーカードを預かる場合は、金庫に保管して一定の者

　しか開けることができないなどの保管体制が必要。

●カーテンの防煙生地の確認、消火器の設置状況、避難経路の確認、配膳室の状況

　や衛生管理等を見て確認します。

２　実地指導の流れ・ポイント

1

資料１

2-1 事業所内の視察



＜労働安全衛生規則＞

●採用時と年１回の健康診断の実施を徹底する。

＜実地指導で確認されること＞

●従業員等の健康診断の結果について、把握した内容を確認される。

●全従業員の受診日一覧表を作成するなど、誰が未受診かわかるように保管すること。

＜従業者が感染源になることを予防し、感染の危険から守る対策が必要＞

●共用タオルの廃止、手洗い・うがいの励行する。

●感染マニュアルを整備し、従業者に周知する。

●感染予防に関する研修を行う。（インフルエンザ、ノロウイルス、食中毒など）

＜24時間体制の事業所では、年２回の防災訓練の実施が義務＞

●デイサービスなど日中だけのサービス提供の事業所は年１回、介護施設など24時間

　体制の事業所は年２回の防災訓練が義務づけられている。

●防災訓練は、サービス提供時間の中で、利用者も参加して行うことが原則。

●年２回の防災訓練は、うち１回は夜間を想定した訓練を行う。

　→夜勤者や宿直者がいかにして入所者を避難させるかの訓練を実施。

●防災訓練の具体的な計画は、火災など災害の具体的な種類と発生時間、避難する場所、

　職員間の連絡方法、利用者家族との連絡方法、ライフラインが機能しない場合などを

　想定してシミュレーションの訓練を実施。

●消火設備や備品関係、配電盤などのチェック、バリアフリーの再点検を行う。

＜防災訓練実施の記録＞

●防災訓練の実施後は、必ず記録を作成する。訓練の様子を写真に撮って、記録ととも

　に保管しておく。

衛生管理と防災対策の確認は、事業所内視察の重点ポイント
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2-2 衛生管理と防災対策

衛生管理

感染対策

防災対策



＜人員基準を満たしていなければ、減算対象＞

●実地指導当日は、勤務実績表をタイムカード（出勤簿）と突き合わせ、双方が一致

　しているかどうかの確認を行う。そのうえで、勤務実態と配置基準が日々クリアさ

　れているかなどを確認する。

●もし、人員基準を満たしていなければ、人員基準減算の対象をなり、報酬の返還指

　導が行われる。

●管理者は、規定により常勤専従での配置が定められているため、タイムカードの記

　録などで実際の勤務状況が確認できない場合は、「管理者不在」と判断されて、人

　員基準違反の指導を受けることになる。

●常勤とは、雇用契約書に記載されている勤務時間が、就業規則で定められている

　勤務時間数（32時間を下回る場合は32時間）に達している職員をいう。

　この場合、雇用契約の形態は、正社員、パート、アルバイト、嘱託社員、契約社員、

　派遣社員などを問わずに常勤扱いとなる。

●逆に、社内での扱いが正社員であっても、勤務時間が就業規則に定められた勤務時

　間に達していない場合は、非常勤職員の扱いになる。家庭の事情などで、雇用契約

　書に記載される勤務期間が就業規則の規定よりも短い場合なども含まれる。

●また、管理者が他の職務を兼務する場合は、兼務する複数の職種の勤務時間の合計

　が就業規則に定められた勤務時間に達していれば、常勤として扱われる。
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勤務実績表を毎月作成し、配置基準に問題がないか確認をする

2-3 勤務実態と配置基準

タイムカード（出勤簿）との突合せ

2-4 常勤と非常勤、専従と兼務、資格者証

常勤とは



●常勤職員と非常勤職員の大きな違いは、休暇や出張時の扱いにある。常勤職員は、

　休暇や出張の期間が１か月を超えない限り、常勤として勤務したことになる。

●一方で、非常勤職員の場合、休暇や出張はサービス提供に従事した時間とはいえな

　いので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めることができない。

●要は、常勤職員は、月の中の１日でも出勤していれば人員基準では１人と計算され、

　非常勤職員は、休暇等の時間は常勤換算での延べ勤務時間には含めずに計算される。

●ただし、この取扱いは人員基準の職員数の確認に限られる。日々の配置は、規定の

　職員数を確保していなければなりません。常勤職員が出張等で不在の場合に、代わ

　りの職員を配置しなくてもよいということではないので、注意が必要である。

●全職員の資格者証のコピーは、ファイルなどにまとめて保管しておく。

●資格証が旧姓である場合などは、各種提出書類の記載内容と、添付している「資格

　証の写し」が一致せず、定められた資格要件に合致しているか確認できないので、

　各資格で定められた氏名等の変更手続きを適正に行うこと。なお、研修終了証など、

　氏名等の変更手続きがないものは、事業者で書面に記入（○年○月○日に□□に改

　姓）して保管しておく。

運営基準に記載された項目に従わない場合は、違反として
指導もしくは行政処分が下される

＜運営規程に変更が反映されているか＞

●運営規程は、介護事業所の「法律」ともいえる。実地指導では、記載された内容が

　確実に実施されているかが確認される。

●制度改正などの追加項目が追記されているか、営業時間やサービス提供時間に変更

　がないか。

　 ●防災訓練や健康診断の実施回数との記載内容との整合性などを確認する。

●近年では、「個人情報」と「マイナンバーの取扱い」に関する記載も重要である。
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常勤と非常勤の違い

職員の資格者証

2-5 運営規程と重要事項説明書

運営規程



＜介護サービスの開始までに利用者や家族に内容を説明して同意を得る＞

●サービス開始までに、利用者や家族に重要事項説明書の内容を説明して、同意を得

　なけれならない。また、控えは利用者に渡す。

●実地指導では、サービスの開始日と同意の日が前後していないかなどが確認される。

●記載内容について重要な変更がある場合や介護報酬改定により報酬料金が変わる場

　合には再交付して、変更前までに利用者から同意と控えの交付が必要である。

●３年に一度の介護報酬の４月改訂では、３月中に利用料金の変更部分に関する資料

　と同意書を作成して同意を得る方法が一般的である。

●重要事項説明書は、事業所内の見やすい場所に掲示する。

＜苦情の担当窓口は３カ所＞

●苦情の担当窓口は、「事業所の苦情担当者」「役所の苦情担当窓口」「国保連の苦

　情担当窓口の３カ所を記載する。

・当事業所における苦情担当責任者　　○○ 電話　0178-XX-XXXX

・青森県国民健康保険団体連合会 電話　017-723-1301

・南部町 健康福祉課 介護保険班 電話　0178-60-7101

個人情報利用の同意欄には、利用者の同意欄とともに家族
の同意欄が必要

＜個人情報の利用の同意書もしっかり管理＞

●許認可を受けている介護サービス事業所と職員には守秘義務があるが、ケアマネジ

　ャーが招集するサービス担当者会議では、関係者間で個人情報を共有する必要があ

　る。個人情報利用の同意書とは、「サービス担当者会議と他サービス事業所間に

　限って、利用者の個人情報を共有してよい」という利用者の同意を得るためのもの

　である。

●サービス担当者会議では、利用者本人の同意だけではなく、同居家族の個人情報も

　共有する必要があるため、事前に同意書のひな形に利用者家族の同意欄を設けてお

　く。独居などで家族の情報が不要の場合は、家族欄に記名や押印は必要ない。
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重要事項説明書

2-6 個人情報使用同意書

個人情報使用同意書



介護計画書の枚数分だけ、アセスメントシートが揃ってい
るのが正常

●介護計画書を作成する前には、利用者の心身や生活の状況把握と分析のため、必ず

　アセスメントを実施しなければならない。

●アセスメントは、介護計画の作成ごとに行うので、介護計画書と同じ枚数分だけア

　セスメントシートも揃っている。

　 ●アセスメントでは、利用者が自立した生活を送れていない場合、何が問題か課題を

　分析し、支援ニーズを明らかにする。

●利用者の希望を聴き、できないことを補うだけでなく、できていることをやり続け

　るための支援をするなど、専門職としての視点も重要ある。

計画書のないサービス提供は、実際にサービスを提供して
いたとしても介護報酬の請求はできない

＜アセスメントを計画に反映させる＞
●介護計画書は、サービス提供を行うためにはなくてはならない書類である。介護サ

　ービスは、介護計画に基づいて提供するのが大原則である。

●介護計画は、利用開始時に作成するだけではなく、モニタリングの評価で目標が達

　成されたとき、更新・区分変更など利用者の状態に変化があったときも作成する。

　 ●介護計画の作成者は、介護サービスの種類ごとに決められている。

●介護計画は、ケアプランに沿ったものを作る。（ケアプランの丸写しは不可）

●介護計画に記載する目標には、利用者の希望を反映しなければならない。

●目標はできるだけ具体的に、個別性のある目標にする。利用者が一定期間で達成が

　可能であり、利用者の達成感や自信を強化して意欲向上につなげる目標でなければ

　ならない。
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2-8 プランニング

介護計画書

2-7 アセスメント

アセスメントシート



＜利用者に説明し、同意を得て、控えを交付してからサービスを開始＞

●介護計画は、利用者に対して説明・同意を得て、控えを交付してからサービスを開

　始する。

●同意は本人からもらう。本人に同意能力があるのに家族から同意を得ている場合は、

　「不適切」として指導される。

●いかなる理由があっても、説明・同意の前に介護サービスを開始することは認めら

　れない。

●介護計画書は、作成の段階では「素案」であり、同意によってはじめて「本プラン」

　となる。同意の記録としての署名や記名捺印に漏れがあった場合は、「素案」のま

　ま介護サービスの提供を行ったとして、介護報酬の返還指導となる。

＜ケアマネージャーからケアプランの写しを必ず受け取る＞

●ケアプランの写しが保管されていないとの理由で、介護報酬の返還指導を受けた事

　例もある。理由は、「介護計画は、ケアプランに沿ったものである必要があり、ケ

　アプランの写しがないということは、ケアプランに沿った介護計画ではない。これ

　は正規の手順で作成された介護計画とは認められないので報酬返還」との指導であ

　る。ケアマネージャーからケアプランの写しは必ず受け取り、時系列で保管する必

　要がある。

介護計画書に記された目標の達成を評価し、サービスが適
切に行われているか確認する

●評価内容は、利用者に説明したうえで記録する。

●モニタリングは、目標の達成状況についての評価である。評価は「達成」「一部達

　成」「未達成」などで評価し、その結果に基づいて計画の見直しを行う。

●「達成」評価の場合は、その介護計画の目標が達成されたのであり、改めてアセス

　 　メントを行い、新しい目標を立てて、新たな介護計画を作成する。

●「未達成」評価の場合は、目標が達成されていないため、計画は継続して使用する。

　ただし、同じ目標が長期間続く場合は、実現可能な目標とはいえず、目標の設定そ

　のものを見直す必要がある。

12
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介護計画への同意はサービス提供前に

2-9 モニタリング

モニタリングシート



サービス提供記録の内容に不足や不備がある場合は、介護
報酬の返還指導

●サービス提供記録は、介護サービスを提供したことの証拠であり、介護報酬を請求

　する根拠となるものである。

●サービス提供記録そのものがなかったり、記録内容に不足や不備があったりした場

　合は、介護報酬の返還指導につながる。

　 ●「サービス提供時間」は、介護報酬の請求の根拠として、実際サービスを提供した

　時間を記載する。

●サービス提供記録は、職員間で共有して、利用者や家族の求めに応じての閲覧が義

　務づけられている。管理者や責任者は、適時、内容をチェックして指導すること。

職員の研修に関する年間スケジュールと実施記録が必要
実施後は、必ず研修記録を作成し、保存する

＜職員の研修に関する計画と実施記録が必要＞
●管理者の責務の一つに、職員の資質向上を計画的に行う必要がある。資質向上とは、

　主に研修である。

●年間の研修スケジュールが整備されていない場合は、管理者の業務に支障がでてい

　るという理由で、管理者の兼務が認められない。

　 ●内部研修スケジュールに入れる内容は、運営規程に盛り込まれた研修は当然として、

　利用者の権利擁護、虐待防止、身体拘束なども含める。また、介護技術向上だけで

　はなく、介護サービス提供方法や認知症ケア、感染症対策、個人情報保護、コンプ

　ライアンス対策にも研修の時間を取ることが大切である。

●内部研修を実施または外部研修に出席した場合は、必ず研修記録を作成する。最低

　限の記載事項としては、実地日時、実施場所、参加者、研修内容、当日の資料など

　を記載して、ファイルに保存する。

14
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2-11 研修計画

研修計画スケジュール

2-10 サービス提供記録

サービス提供記録



どのような事故も、事業所としても対策の検討と再発防止の
ための具体策を講じることが必要

＜事故や苦情があった場合は、必ず記録を取る＞
●介護保険事業は、主に高齢者を対象とした仕事であるため、事故や苦情対策に対し

　ては厳格なチェックが実地指導で行われる。事故や苦情があった場合は、必ず記録

　を取ること。また、利用者の家族に対しても連絡し、必要な措置を講じること。

●事故は未然に防がなければならないため、日頃からヒヤッとしたことやハッとした

　 　ことは、「ヒヤリハットシート」を書いておき、それを定期的に職員研修での議題

　とし、情報共有や事故の防止につなげる。

●重大な苦情や事故が起きてからでは、取り返しがつきません。実地指導に関わらず、

　事業所の全体で率先して取り組む必要がある。

●事業所内で起きた事故の程度によっては、町へ報告が必要になる。（18頁参照）

　介護サービス提供中に事故が発生した場合、介護保険事業者は、被保険者の属す

る保険者（市町村）及び事業所・施設が所在する保険者（市町村）への事故報告が

義務づけられているので、事故等が発生した場合は速やかに報告してください。

けがの程度については、外部の医療機関で受診を要

したものを原則（事業者側の過失の有無は問わない）

介護サービスの提供等に係る利用者及び従業者の事

故等による死亡、自殺、変死など

利用者からの預かり金の横領、利用者の虐待、暴力、

虐待・個人情報の漏えい等で、利用者等の処遇に影

響がある場合

施設等における火災、避難を要する災害、物的・人

的被害が生じた災害など

感染症（１類～４類）

５類の感染症で、インフルエンザ等が施設内に蔓延

する状態

16

①利用者の負傷・誤嚥、誤投薬等

②自然死以外の死亡

③職員等の法令違反・不祥事等

④利用者の行方不明 警察への通報、捜査を要する（行った）場合など

⑤交通事故 介護サービスの提供等に係る利用者の交通事故など

⑥火災を含む災害

⑦食中毒・感染症・結核等

17

介護保険事業者における事故発生時の報告

2-12 事故・苦情記録

事故・苦情に関する書類



＜必ず鍵のついた書庫などに保管する＞

●「個人情報」とは、氏名、生年月日、その他の記述等により、特定の個人を識別で

　きるもので、ケアプラン、介護サービス提供に係る計画、提供したサービス内容等

　の記録、事故の状況等の記録等も含まれる。

●個人情報の保護の観点から、ケアプランや個人カルテなどは、必ず鍵のついた書庫

　 　などに保管することが義務づけられている。

●当日の利用者の書類を机の上に出しっぱなしで置いて、誰でも自由に閲覧できる状

　態であってはならない。

＜守秘義務の遵守＞

●守秘義務とは、「業務上知り得た利用者やその家族に秘密を漏らしてはならない業

　務」のことで、法律で規定されている。就業中はもちろん、退職後も守ることが義

　務づけられており、職員から「秘密保持の誓約書」を取ることも重要である。

※平成30年度における事故発生時の報告は、平成31年3月25日時点で報告があった分について、記載しています。

区　　分 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30※
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②自然死以外の死亡 0 0 0 1 0

①利用者の負傷・誤嚥、誤投薬等 18 21 10 11

0

④利用者の行方不明 1 1 0 0 0

③職員等の法令違反・不祥事等 0 0 0 0

0

⑥火災を含む災害 0 0 0 0 0

⑤交通事故 1 1 1 0

0

18

19

⑦食中毒・感染症・結核等 1 1 2 2

個人情報にかかる書類の保管

2-14 個人情報保護

平成26～30年度における事故発生時の報告状況

2-13 事故発生時の報告状況



介護サービスにおいては、「記録」がないと、サービス提供

の事実が確認できないとして認めなれない

●サービス提供記録、支援経過記録、ケアカンファレンス記録、機能訓練記録など、

　介護サービスの運営においては、いろいろな「記録」を作成する必要がある。

●介護サービスの基本は、「計画」によって実施されて、「記録」によって確認・報

　告されるシステムになっている。

　 ●「記録」がないと、サービス提供の事実が確認できないとして認められない。「記

　録」の作成と保管がない場合は、介護報酬の返還指導をされる場合もある。

介護サービス提供に関する記録は、「その完結の日から
５年間」保存すること

●介護サービス提供に関する記録は、条例により「その完結の日から５年間の保存」を

　義務付けているが、これは「サービス終了の時点から起算して５年」という意味で

　ある。サービス提供が継続している利用者の記録は、何年経過しても処分できない。

　

【その完結の日から５年間の保存」が義務の意味

21
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2-15 実地指導では「記録」が最も重要

記録とは何か

2-16 「記録書類」の保管義務

すべての書類は５年間保存

サービスの開始 サービスの終了 廃棄処分（○）

サービスの開始 廃棄処分（×）

5年間の保存

現在も利用されている

2-18 特別養護老人ホームの指導事例2-19 地域密着型通所介護の指導事例2-20 認知症対応型共同生活介護の指導事例



●実地指導は、必ずある
介護事業は、法律に基づいた許認可事業であり、知らなかったでは済まされない。

また、根拠のない「大丈夫」という自信は危険である。

●チェックリストで定期的に確認
書類作成の遅れや押印漏れなども定期的にチェックする内部管理体制を整える。

●業務のマニュアル化
業務マニュアルを作成し、しっかり管理・運用することで、業務のやり方やルー

ルが一本化になる。

●忙しい・面倒だからは命取りに
新しい加算を算定する場合は、法令等をじっくり読んで、算定基準をクリアする

ことが重要である。忙しい・面倒だから・手抜きは、介護報酬の返還に直結する。

●職員を含めたコンプライアンス研修の実施
事業所の定期研修の中に法令関係の研修を入れて、すべての職員が自分の業務の

「根拠」を知ることは、職員のレベルアップにつながる。

●厚生労働省告示、解釈通知、Ｑ＆Ａなどを読み込む
介護報酬の基本報酬や加算、減算を算定するために、制度を理解する。

■人員に関する書類
職員名簿、職員の履歴書、資格証明書、雇用契約書、職員の勤務予定表及び実績表、

就業規則、利用者台帳　など

■設備に関する書類
指定申請の際の施設・事業所の平面図、設備・備品台帳　など

■運営に関する書類
利用申込受付簿、利用者台帳、介護サービス計画書、サービス提供記録、業務日誌、

サービス利用契約書、重要事項説明書、運営規程、指定申請及び変更届の控え、

組織図、職務規定、業務マニュアル（緊急時・衛生・事故対応・苦情対応など）、

サービス担当者会議の記録、アセスメント記録、モニタリング記録、各種委員会記録、

職員研修計画及び記録、事故報告書、インシデント報告書、苦情・クレーム報告書、

身体拘束に関する説明書及び記録、送迎及び車両運行に関する記録、運営推進会議録、

施設・事業所の広告、チラシ、パンフレット、身分証、会計関係書類　など

■介護報酬算定・請求にする書類
サービス提供票及び別表、介護給付費請求書及び明細書、請求書または領収書の控え、

加算にかかる体制要件・算定要件の記録　など
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2-18 特別養護老人ホームの指導事例2-19 地域密着型通所介護の指導事例2-20 認知症対応型共同生活介護の指導事例2-17 まとめ ～効果的な実地指導への準備～

「指摘事項ゼロが当然」の意識を持つ

ファイルに綴じて整理

2-18 関係書類が整備されているか確認を



■実施時期 平成31年7月～平成32年1月

■事業所数 5～6事業所を予定

■重点項目（予定）

●事業所運営に係る必要書類は、適切に整備されているか

●事業運営に係る諸規定は、適切に整備されているか

●ケアマネジメントプロセスに従って、業務を実施しているか

●介護職員処遇改善加算について、適切に支給されているか

●安全確保対策・防災対策等への取り組みが行われているか

24

自らの業務内容について
定期的な確認を行いましょう

●実地指導の有無に関わらず、事業所に

　戻ったら、是非ご確認ください。
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2-20 終わりに

適正な運営を行うためには

2-19 平成31年度実地指導（予定）



●厚生労働省　＞　介護・高齢者福祉　
介護保険制度の概要、介護サービス関係Ｑ＆Ａ、介護報酬など

●WAM NET
独立行政法人福祉医療機構が運営する、福祉・保健・医療の総合情報サイト

「介護保険最新情報」の確認

●青森県国民健康保険団体連合会　＞　介護保険課
処理日程、請求に関する留意事項、エラー等返戻など

●青森県　＞　介護・高齢福祉
介護保険情報、集団指導、高齢者虐待防止対策など

●南部町　＞　福祉・健康　＞　介護保険　
介護保険制度、介護サービスの概要など
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参考ホームページ


